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I．は じ め に

　地球内部における水やメルトなどの流体相の生
成と移動の様式を解明することは，古くから固体
地球科学における大きな関心事の一つであった。
火山地域では，マグマの活動と密接に関連して微
動や低周波地震などの特異な地震が発生すること
が良く知られてきた。近年，火山活動と直接関連
のない場所でも流体の存在を示唆する微動や低周
波地震活動が発見され，地球内部の流体活動へ
の関心が高まっている（e.g., Obara, 2002; Ohmi 

and Obara, 2002）。最近の地震観測網の発達に
より，地下の 3次元地震波速度構造や減衰構造
が高解像度で得られるようになり，水やメルトの

存在する領域を地震波の低速度域や高減衰域とし
てとらえることができるようになってきた（e.g., 

Nakajima et al.; 2001a, b, 2003; Tsumura et al., 

2000）。流体はそれ自体では横波速度が 0である
が，低速度域の横波速度は 0ではない。このこ
とから，地震波がとらえているものが，固体と流
体の混ざり合う固液複合系としての流体の姿であ
ることがわかる。地震波を用いた観測から対象と
する固液複合系の状態について有用な情報を引き
出すためには，固液複合系の力学物性についての
知識が必要となる。
　固液複合系の特徴を表す最も一般的なパラメー
タは流体の体積分率である。流体の体積分率が小
さいほど固体の物性に近く，大きいほど液体の
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物性に近くなるという傾向が一般にある。しか
し，流体の体積分率に加えて，流体ポアの形状が
系の力学物性に大きな影響を与える。力学物性に
対するポア形状の影響の強さは，固体と固体の混
合物や液体と液体の混合物に比べて固液複合系を
特徴付ける性質の一つである。これまで，固液複
合系の力学物性について，様々なポア形状を仮定
したモデルが提案されてきた（e.g., Kuster and 

Toksöz, 1974; O'Connell and Budiansky, 1974; 

Mavko, 1980; Takei, 1998）。ポア形状が既知の
系の力学物性を予測するためには，このような
フォーワードアプローチのみで良い。しかし多く
の観測や実験では，対象とする固液複合系のポア
形状が未知である。このようなデータを解析する
ためには，特定のポア形状を仮定したフォーワー
ドアプローチから得られる断片的な知識のみでは
不十分で，ポア形状の影響を系統的に理解するこ
とが重要である。ある特定の力学物性への影響が
等しいポア形状同士を結びつける「等価アスペク
ト比」という概念を用いると，ポア形状を系統的
に扱うことが可能になる（Takei, 2002）。本総説
の目的は，等価アスペクト比の概念を用いて，固
液複合系の弾性波速度に与える流体の体積分率，
ポア形状，そして流体の物性の影響を系統的に整
理すること，そして，これらの性質を弾性波速度
データの逆解析によってどの程度知り得るかを明
確にすることである。
　Ⅱ章ではまず固液複合系のマクロな力学物性や
ダイナミクスを扱うための理論的枠組みを紹介す
る。固液複合系の波動伝播を扱うための理論的枠
組みは Biot（1956a, b）により与えられているが，
この理論は均質な系の微小変形のみに限定され，
不均質のある場合や大変形への拡張性が乏しい。
本総説では，波動伝播の問題のみならず，固液複
合系の様々なダイナミクスを取り扱う際の基礎と
なる拡張性の高い枠組みを紹介する。Ⅱ章で紹介
する理論的枠組みをⅢ章で均質な系の微小変形に
適用して簡単化し，固液複合系の波動方程式を導
く。Ⅳ‒Ⅴ章では固液複合系の弾性波速度に対す
る流体の体積分率，ポア形状，流体物性の影響を
詳しく議論し，Ⅵ章ではその地球科学的重要性を

述べる。Ⅶ章では固液複合系における弾性波の分
散と減衰について簡単なまとめを行い，本総説で
扱った弾性波速度の適用範囲を明らかにする。本
総説で用いる「液体」は「流体」とほぼ同じ意味
であるので，気体も含めて考えることができる。

II．固液複合系のマクロなダイナミクスを
扱う理論的枠組み　　　　　　　

　初めに固液複合系のマクロなダイナミクスを扱
う理論的枠組みを紹介する。図 1aに固液複合系
の例を示す。固体粒子のサイズより小さいスケー
ルをミクロスケールと呼ぶことにする。固体中と
液体中では密度場，変位場，応力場，などが異
なるため，この系の力学場はミクロスケールでも
不均質である。しかし，このような系に対する地
球科学的な興味は，もっぱら，粒子サイズより十
分波長の長い弾性波動伝播や部分溶融領域からの
マントルスケールでのメルトの分離上昇過程のよ
うな，スケールの大きな現象にある。このような
マクロスケールのダイナミクスは，以下に示すよ
うに，ミクロスケールの不均質を平均化して得ら
れるマクロな変数のみに基づいて一般の連続体力
学と同様に取り扱うことができる。その際，固体
の平均と液体の平均とを分けて取り扱うことによ
り，メルトの分離上昇過程のような固体と液体が
異なる運動をする現象をも取り扱うことができ，
理論の応用範囲が広くなる。多孔質媒質理論と呼
ばれるものもここで紹介する理論に含まれるが，
均質な系の微小変形を前提としているため理論の
適用範囲に制限がある。また多孔質媒質理論に関
する文献の多くは，歴史的経緯や応用への配慮か
ら説明が複雑になっており，必要最小限の知識が
見えにくい。この章では，系に対する必要最小限
の要請が，通常の連続体力学と同様に，質量保存
則，運動量保存則，および構成則の要請であるこ
とを確認する。
　固液複合系のマクロな座標 xの位置に REV

（representative elementary volume）と呼ぶ小
領域を考える（図 1a, b）。REVは十分な数の固
体粒子を含む大きさにとる。変位場や応力場など
の力学場について，REV内での平均をとった量
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（マクロな量）を定義する。その際，液相におけ
る平均（図 1c）と固相における平均（図 1d）と
を区別して考える。即ち，REVに含まれる液体
の体積分率をφ，平均密度をρL，平均変位をuL，
平均圧力を pLとする。また，REVに含まれる固
体の体積分率を 1－φ，平均密度をρS，平均変
位を uS，平均応力をσS

ijとする。このように，位
置 xにおける系の力学状態を，

φ ......液体の体積分率（無次元）
ρL ....液体の密度（kg/m3）
ρS ....固体の密度（kg/m3）
uL .....液体の変位（m）
uS .....固体の変位（m）
pL ......液体の圧力．押しが正（Pa）
σS

ij .....固体の応力．引きが正（Pa）

という 7つのマクロな独立変数によって記述す
ることがこの理論の特徴である。
　7つの変数の振る舞いは，以下の 7つの基礎方

程式により記述される。

　（A）液体の質量保存則
　　 ∂（φρL）　　　　　　＋∇・（φρL u· L） =Γ
　　　 ∂t

　（B）固体の質量保存則
　　  ∂{（1－φ）ρS}
　　　　　　　 　＋∇・{（1－φ）ρS u· S}=－Γ
　　　　  ∂t

　（C）液体本来の構成則
　　δρL　 1
　　　 　＝　 δpL

　　   ρL　   kL

　（D）固体本来の構成則
　　δρS　 1
　　　 　＝　 δpS

　　   ρS　   kS

　（E）固体フレームワークの構成則

　　　　  1　　　  σ′ kk　　　  1  　σ′ kk　　∊ij＝　    σ′ij－　  δij ＋　　 　　δij　　　　 2N　　　   3　　　   3Kb　  3
  
　　　　　1
　　　 －　   pLδij　　　　  3kS

図 1　 固液複合系のマクロなダイナミク
スを記述する理論的枠組み．
（a） マクロな座標 x の位置に，四
角で示す小領域REV（representative 
elementary volume） を考える．（b）
REV の拡大図（薄色が液体，濃色
が固体）．（c）REV 内の液体部分
とその力学場の平均．（d）REV 内
の固体部分とその力学場の平均．

Fig. 1　 （a）,（b） Representative elementa-
ry volume （REV） defined in a solid-
liquid composite system. （c）,（d） 
Liquid and solid systems in REV 
and the average of their mechanical 
fields.
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　（F）液体の運動量保存則
　　φρL üL＝－∇（φpL）＋φρLg＋ I

　（G）固体の運動量保存則
　　（1－φ）ρS üS＝∇・｛（1－φ）σS｝
　　　　　　　　 ＋（1－φ）ρSg－I

（F）‒（G）に含まれる Iは，固体と液体の相互作
用（固体が液体に及ぼす力を正，N/m3）を表し，
具体的には，
　　　　　　　ηφ2

　　（＊）I＝－　 　（ u· L－ u· S）＋ pL∇φ
　　　　　　　 kφ 

と与えられる。ただし，以上の方程式において，

Γ ......固体から液体への相変化（kg/s/m3）
kL ......液体本来の体積弾性率（Pa）
kS ......固体本来の体積弾性率（Pa）
Kb .....固体スケルトンの体積弾性率（Pa）
N ......固体スケルトンの剛性率（Pa）
η ......液体の粘性率（Pa s）
kφ ......浸透率（m2）
　　　  1
pS＝－　（σS

xx＋σS
yy＋σS

zz）　　　  3
　 ......固体の圧力．押しが正（Pa）

　　　　 1　  ∂uS
i　 ∂uS

j　　∊ij＝　   　  ＋　  　　　　  2　 ∂xj　   ∂xi
  　 ......固体フレームワークの歪み（無次元）
σij＝（1－φ）σS

ij－φpLδij

　 ......  媒質に働くバルクの応力．引きが正（Pa）
σ′ij＝σij＋ pLδij ......有効応力（Pa）
g .......重力加速度ベクトル（N/kg）
 u· ＝ Du/Dtは速度，ü＝ Du· /Dtは加速度
∇pL＝ grad pL＝∂pL/∂xi

∇・u· ＝ div u· ＝∂u· i  /∂xi（総和規約を適用）
∇・σ＝ ∂σij  /∂xj =σij, j （総和規約を適用）

である。
　ミクロスケールに見ると，固相液相それぞれの
相内で質量保存則，運動量保存則，構成則が厳密
に成り立つことが要請される。これらの要請を
REV内の各相について積分することにより，上
に挙げた 7つの基礎方程式のうち固体フレーム
ワークの構成則（E）以外の 6つを導くことがで
きる（Drew, 1983）。基礎方程式の（A）‒（D）に

ついては，流体力学で一般的に用いられている基
礎方程式との比較からその意味が容易に理解でき
るであろう。（A），（B）の右辺のΓは，固体と液
体の間で相変化が起こる場合にのみ 0でない値
を持つ。ここでは（E）‒（G）式について，その意
味と導出法をやや詳しく説明する。
　運動量保存則（F），（G）の各項の意味を理解
するための説明を図 2に示す。REV内の固体ま
たは液体に働く力は，体積力である重力と，領域
の境界を通して働く面積力との二つに分けられ
る。一方，領域の境界は，REVの箱の表面に一
致する境界（黒で示してある）と固相と液相の相
境界に一致する境界（赤で示してある）の二つに
分けられる。黒の境界は同じ相内に，赤の境界は
二相の境界にある。黒の境界から受ける力の合力
は（F）‒（G）の右辺第一項により与えられるが，

図 2　 （a）REV内の液体部分に働く力．（b）REV
内の固体部分に働く力．
系の全境界を，REV の表面に一致する境
界（黒で示す） と固液界面に一致する境界
（赤） に分け，それぞれの境界を通して働
く力を同色で示した（液圧は押しを正，固
体の応力は張力を正とする）．赤の力は，
界面に平行な成分と垂直な成分に分けて
示した．体積力（重力）はオレンジ色で示
した．

Fig. 2　 Forces applied to liquid （a） and solid （b） 
systems in REV. 
Black arrows : surface force applied through 
the boundary of REV （black）. Red arrows : 
surface force applied through the boundary 
with the other phase （red）. Orange arrows: 
body force applied by gravity. Stress is ten-
sion positive and liquid pressure is compres-
sion positive.
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これらの項は通常の連続体力学の式からの類推で
容易に理解できる。一方，赤の境界を通して働く
力は二相系に特徴的な力で，その合力 Iは作用反
作用の法則から（F），（G）で符号が逆になる。I

の具体的な内訳を（＊）に示したが，第一項は固
液の相対速度による粘性引きずりの力を，第二項
は液体の圧力からの寄与を表している。赤の境界
面に働く力のうち，界面に平行な成分のみの合
計を示したものが（＊）の第一項で，界面に垂直
な成分のみの合計を示したものが（＊）の第二項
であると考えることができる（図 3）。（F），（G）
を導出する際に，固体も液体もそれぞれ空間的に
つながっていることを前提とした（図 2，黒の境
界面）。従って，例えば固体の粒が液体に分散し
ている系（サスペンジョン）や，液体が固体に分
散している系（インクルージョン）へ適用する際
には注意が必要である。
　（E）式左辺の∊ijは，ただし書きに示すように
固体のマクロな変位場 uSの空間微分（即ち，歪
み）により定義され，固体フレームワークの歪み
と呼ぶ。例えばスポンジをギュッと縮めることを
考えると，スポンジのマクロな変形を表すのがこ
の∊ijであり，これをスポンジに加わるマクロな
（平均化された）応力に関係付ける式が（E）式
である。スポンジは柔らかく弱い力で大きく変形
するが，このようなマクロに見えるスポンジの性
質を記述するのが（E）式である。（E）式を導出
する方法を図 4に示す。固体には黒の境界面を
通してσS

ijの応力，赤の境界面を通して pLの液圧
が加わっている（図 4a）。この時の固体フレーム
ワークの歪みを，黒の境界面にσS

ij＋ pLδijの応
力が加わり赤の境界面は自由表面になっている場
合（図 4b）の歪みと，すべての境界に一定の圧
力 pL（すなわち応力－pLδij）が加わった場合（図
4c）の歪みとの和として計算できると仮定する（固
体本来の物性が線形であれば，このような足し合
わせができる）。相境界面が自由表面になってい
る時（図 4b）の固体フレームワークを特に「ス
ケルトン」と呼び，その弾性的性質は“スケルト
ンの体積弾性率 Kb”と“スケルトンの剛性率 N”
により表される（E式の右辺第 1項，第 2項）。

スポンジが柔らかいという例からも分かるよう
に，Kbと Nは固体物質本来の弾性定数のみでは
決まらずに，ポロシティやポア形状に大きく依存
するものであることに注意が必要である。（ポロ
シティは液体の体積分率φと同じになるが，スケ
ルトンを議論する際にはポロシティという言葉を
用いることにする。）すべての境界に一様な圧力
pLが働く時（図 4c）の固体フレームワークの振
る舞いは，REV内がすべて固体で満たされてい
る時の振る舞いと等価であり，固体本来の体積弾
性率 kSで決まる体積変化をする（E式の右辺第
3項）。
　（E）を導出する際に，固体が弾性体の場合の
みを考えたが，例えば部分溶融層からの固液分離
過程のようなゆっくりした現象では，固体は粘性
体として扱われる（e.g., McKenzie, 1984）。この
場合には（E）式は固体スケルトンの体積粘性率
ξ（Pa s）および固体スケルトンのせん断粘性率
ζ（Pa s）を用いて，

図 3　 固液界面（赤） を通して働く固体と液体の
相互作用の内訳（ポロシティに空間勾配の
ある場）．
界面に平行な力は固液の粘性引きずりで
生じると考え，その合力は固液のマクロ
な相対速度に比例すると仮定する．界面
に垂直な力は液圧に等しいと考えると，
その合力はポロシティの空間勾配に比例
する．固体から液体に働く力のみ赤矢印
で示した．

Fig. 3　 Schematic illustration of the interaction bet-
ween solid and liquid under a gradient of 
porosity.
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　　　　　　1　　　  σ′ kk　　　  1  　σ′ kk　（E′）·∊ ij＝　    σ′ij－　  δij ＋　　 　　δij　　　　　   2ζ　　　  3 　　　  3ξ　  3

となる。粘性による大変形を扱う際には固体本来
の圧縮性が無視できるため，（E）の右辺第 3項
に相当する項がない。固体本来の圧縮性が無視で
きる場合でも，スケルトンの体積粘性率ξ が無
視できないことには注意が必要である。スポンジ
の例からも分かるように，固体本来の物性に圧縮
性がなくてもポアの体積を小さくすることで固体
フレームワークは体積変化し得るからである。
　上記では固体フレームワークの歪み∊ijの物理
的意味をスポンジの例で直感的に述べたが，∊ij

の数学的側面について少し補足する。固体内の変
位場についてミクロスケールでの空間微分をとる
と固体内の歪み場になる。これを REV内の固体
で平均したものをここでは「固体の平均歪み」と
呼ぶことにする。固体内のミクロな歪み場とミク
ロな応力場は固体物質本来の物性によって関係付
けられるので，固体の平均歪みと固体の平均応力
との関係は固体物質本来の物性のみで決まる。こ
れが（D）式である。従って∊ijと平均応力の関係

が固体物質本来の物性のみでは決まらないことを
理解するためには，固体の平均歪みと∊ijの違い
を意識することが重要である。数学的には，固体
の平均歪みが「変位場の微分の平均」であるのに
対して∊ijは「変位場の平均の微分」であり，両
者の違いは積分（平均）と微分の操作を行う順序
の違いに他ならない。積分と微分の順序は通常は
交換できるが，今のように平均化が REV内の領
域全体ではなく固体部分のみで行われる場合には，
積分と微分の順序が重要な違いを生むのである。
　以上のまとめから，固液複合系のダイナミクス
に直接的な影響を与える物性パラメータは，ρL，
ρS，kL，kS，η，Kb，N，kφであることが分かる。
これらのパラメータのうち，固体と液体本来の物
性に関しては既存の物性データから制約すること
ができる。しかし，スケルトンの体積弾性率 Kb，
スケルトンの剛性率 N，および浸透率 kφは，固
体や液体本来の物性では決まらずに，ポロシティ
やポア形状によって大きく変わる量である。この
ため，対象とする固液複合系に対してこれら三つ
のパラメータが未知である場合が多く，系のダイ
ナミクスを予測するうえでの鍵となることが多

図 4　REV内の固体部分に働く力 （a） を （b） と （c） の二つに分解．
（a） 黒の境界面を通して応力σS

ijが，赤の境界面を通して液圧 pLが加わっている．
（b） 黒の境界を通して応力σS

ij ＋ pLδij が加わり，赤の境界面は自由表面になっ
ている．（c） 全ての境界面に液圧 pL（すなわち応力－pLδij）が加わっている．

Fig. 4　 The constitutive relation for a solid framework （eq.E in the text） can be 
derived by dividing the applied force （a） into the uniform pressure on all 
boundaries （c） and the other （b）.
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い。以下の章で扱う弾性波速度の問題では，スケ
ルトンの弾性定数 Kbと Nが鍵となる。

III．固液複合系の波動方程式

　前章の理論を均質な系の微小変形に適用して理
論を簡単化し，固液複合系の波動方程式を導出す
る。その際，簡単化された理論が線形多孔質媒質
理論に一致することも確認する。
　マクロに均質な媒質では，φ，ρL，ρSの時空
間変化は変位場 uLと uSにより生じる。従って，
uLと uSが十分に小さい場合には，u· L・∇（φρL）
や u· S・∇（（1－φ）ρS）などの項は二次の微少
量として無視できる。このような近似のもとに，
質量保存則（A），（B）から（A）/ρL＋（B）/ρSを
計算し，さらに構成則（C），（D） を代入すると

　φ ∂pL    1－φ   ∂pS

　　 　  ＋　　     　    ＋φdiv u·   L＋（1－φ）div u·   S＝0
　kL ∂t　　kS　    ∂t
 （1）

を得る。係数に含まれるφの時間変化の寄与は二
次の微少量として無視できるので，（1）式は簡
単に時間積分を行うことができて，

　　　　　　　　　　φ　　 1－φ
　－φdiv（uL－uS）＝　    pL＋　   　 pS＋div uS

　　　　　　　　　　kL　　    kS
 （2）
を得る。この章では以後微少変化を表すδuや
δpなどの表記を簡単に u，pなどと書く。（2） 
式で，div uS＝∊kkの項は（E）式を用いて応力の
みで書き表すことができる。こうして得られる式
と（E）式とを並べて書くと

　　　　　　　　　　   1　     1
　φdiv（uL－uS）＝φ 　   －　    pL

　　　　　　　　　　 kS　   kL

　　　　　　　　　  　 1　      1
　　　　　＋（1－φ）　   －　    （pS－pL） （3）
　　　　　　　　　 　 Kb　   kS

　　   （1－φ）　　　σS
kk　　　∊ij＝　　　 σS

ij－　  δij　　　    2N　　　       3　　　
  
　　　　（1－φ）　　　　　　    1
　　　－　　　  （pS－pL）δij－　    pLδij （4）
　　　　　3Kb　　　　　　  　3kS

となる。同様に運動量保存則（F）と（G）につ
いても（＊）を代入して重力の項を無視すると，

　　　　　　　　　　　  ηφ2

　φρL üL＝－φ∇・pL－　 　（u· L－u· S） （5）
　　　　　　　　　　　   kφ

　　　　　　　　　　　　　　  ηφ2

　（1－φ）ρS ü S＝（1－φ）∇・σS＋　 　（u·  L－u·  S） （6）
　　　　　　　　　　　　　　     kφ

と書ける。
　この（3）‒（6）の 4つの基礎方程式に基づく理
論体系が線形多孔質媒質理論と呼ばれるものであ
る。前章の枠組みに比べると方程式が 3つ減っ
たが，これは変数ρLとρSが消去されたことと
φを定数として取り扱うことによるものである。
（3）式と（4）式はどちらも構成方程式と呼ばれ，
後者が固体フレームワークの構成則を表すのに対
して前者は固液の相対運動の構成則を表すと考え
る（e.g., Wang, 2000）。線形多孔質媒質理論で取
り扱われる現象では加速度項が無視できる場合が
多い（波動の問題はその例外）。その場合，（5）
式はダルシー則と呼ばれることが多く，また（6）
式は，（5）式を加えた形で

　∇・σ＝ 0 （7）

として用いられることが多い。
　固液複合系の波動方程式を導く。（3）‒（6）の
4つの方程式から圧力と応力を消去することによ
り，

　（1－φ）ρSüS＝P grad div uS－N rot rot uS

　　　　　　　　　　　　　 ηφ2

　　　　　＋Q grad div uL＋　 　（u· L－u· S） （8）
　　　　　　　　　　　　　    kφ
　φρLüL＝Q grad div uS＋R grad div uL

　　　　　　ηφ2

　　　　　－　 　（u· L－u· S） （9）
　　　　　　  kφ

を得る。P，Q，Rは，

　　　　　　　　　　　　　　Kb　　　　　　 4　　　（1－φ－　  ）2kS　　　　　　　　　　　　　　kS　　P＝Kb＋　 N＋　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　Kb　　  kS　　　　　　 
3　　 1－φ－　  ＋φ　 　　　　　　　　　　　　　kS　　  kL

　　　　　　　　　  Kb　　　　φ（1－φ－　  ）kS　　　　　　　　　 kS　　Q＝　　　　　　　　 　　　　　　　   Kb　　   kS　　　　1－φ－　  ＋φ　 　　　　　　　   kS　　  kL
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　　　　　　　φ2kS　　R＝　　　　　　　　 　　　　　　　   Kb　　   kS　　　　1－φ－　  ＋φ　 　　　　　　　   kS　　  kL

である。（8），（9）の rotをとりΩS＝ rot uS，ΩL＝
rot uLと置くと

⎧　　　　　　　　　　　   ηφ2

―（1－φ）ρS Ω̈S＝N∇2ΩS＋　　 （Ω·  L－Ω·  S）―　　　　　　　　　　　　 kφ⎨ （10）
―　　　　　　　　  ηφ2

―φρL Ω̈L　　   ＝－　　 （Ω·  L－Ω·  S），⎩　　　　　　　　   kφ

また（8），（9）の divをとり eS＝ div uS，eL＝
div uLと置くと

⎧　　　　　　　　　　　　 　   ηφ2

―（1－φ）ρS ëS＝P∇2eS＋Q∇2eL＋　　 （e· L－e· S）―　　　　　　　　　　　　　 　  kφ⎨ （11）
―　　　　　　　　　　　   ηφ2

―φρL ëL＝Q∇2eS＋R∇2eL－　　 （e· L－e· S）⎩　　　　　　　　　　　     kφ

を得る。
　固液複合系における波動伝播の理論は Biot

（1956a, b）により与えられた。Biot（1956a, b）
の理論は均質な系の微小変形のみに限定されたも
のであったため，ここではより拡張性のある一般
的枠組みを紹介し，その一つの応用例として波動
を扱った。ここで得た式は Biot（1956a, b）のそ
れにほぼ等しいが加速度項に若干の違いがある。
違いが生じた理由はⅡ章で与えた固体と液体の相
互作用 Iにある。Ⅱ章では相互作用 Iとして液圧
からの寄与と固液の相対速度からの寄与（粘性抵
抗力）を考慮した。これらに加えて，固液の相対
加速度からの寄与を考慮すると Biot（1956a, b）
と全く同じ式を導くことができる。相対速度の寄
与の大きさを決めるパラメータが浸透率 kφであ
るのに対して，相対加速度の寄与の大きさを決め
るパラメータは屈曲度（tortuosity）と呼ばれ，
流路の折れ曲がりの程度を反映する。
　（10）‒（11）を解くことにより弾性波速度を求
めることができる。固液複合系の弾性波動は一般
に固体と液体の相対運動を伴い，その結果速度
分散や減衰が生じる。Ⅶ章に示すように，（10）‒
（11）式を用いるとこのような分散と減衰を議論
することができる。しかし，このような分散が生

じる周波数は地震波の周波数帯域（ 10 Hz）に
比べて十分高いため，地震波速度という観点から
は（10）‒（11）の低周波極限における解が特に重
要となる。低周波では速度項の効果が加速度項に
比して大きくなるために，結果として固液の相対
運動ΩL‒ΩSや eL－eSが十分抑えられ，波の減衰
も無視できる。この場合の縦波と横波の弾性波
速度は，系の平均密度をρ̄＝（1－φ）ρS＋ φρL

として

　  （12）

　  （13）

と求められる。低周波帯域の波動は固液の相対運
動を伴わないため，浸透率や屈曲度の大きさが弾
性波速度に影響しない。従って，（12）‒（13）は
Biot（1956a）と一致する。

IV．ポロシティとポア形状

　前章で求まった弾性波速度は，スケルトンの弾
性定数 Kbと Nに依存する（12‒13式）。Kbと N

はポロシティのみでなくポアの形状にも大きく依
存する量であり，これらを定量的に予測するため
に様々なポア形状を仮定したモデルが開発されて
きた（例えば, Mavko et al., 1998）。解析的に解
いたものの中で代表的なものは，oblate spheroid

（扁平回転楕円体）のポア形状を仮定したもの（図
5a），チューブ状のポア形状を仮定したもの（図
5b），粒子状の構造を仮定したもの（図 6），薄い
クラック状のポアを仮定したもの，の 4つが挙
げられる（表 1）。粒子状モデル以外の 3つは連
続的な固体の中に流体をインクルージョンとして
埋め込んだモデルである。インクルージョンモデ
ルでは流体相の連結度が明確にモデル化されてい
ないが，前章で求めた弾性波速度のように，固液
の相対運動を伴わない現象へ適用する際には流体
の連結度は問題にならない。
　ここではポアの向きがランダムに分布したマ
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クロに異方性のない系のみを考える。Kbと N

は，oblate spheroidモデルではポロシティφと
oblate spheroidのアスペクト比α（＝短径／長径，
無次元）の関数として，チューブモデルではφと
チューブの断面形状を表すパラメータε（無次元）
の関数として，粒子状モデルではコンティギュ
イティϕ（無次元）の関数として，クラックモデ
ルではクラック密度パラメータκ（無次元）の関
数としてそれぞれ与えられる。コンティギュイ
ティのϕ定義は，各固体粒子がその全表面積のう
ちのどれくらいの割合で周囲の粒子と接触して
いるかにより与えられる。ϕ＝ 0は粒子の結合
が全くない状態（固体粒子が液体中に分散した
サスペンジョンの状態）に，ϕ＝ 1はポアが全
くない状態に対応する。クラック密度パラメータ
κの定義は，円形クラックの半径を a（m），数密
度を n（個／m3）とすると，κ＝ na3で与えられ
る。一つのクラックが応力開放する領域の体積が
～ a3であるので，κの物理的な意味はクラック
により応力開放される体積の割合と考えることが

図 5　 液体をインクルージョンとして含む固体
のモデル．（a） Oblate spheroid モデル．（b） 
チューブモデル．

Fig. 5　（a） Oblate spheroid model. （b） Tube model.

図 6　 粒子状物質のマクロな構成則の導出．マクロな応力下で集合体の各粒子
の表面に加わる力を考えて粒子の変形を解き，これに基づいて固体フレー
ムワークのマクロな変形を求める．

Fig. 6　Derivation of constitutive relation for a granular material.
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できる。Oblate spheroidモデルとクラックモデ
ルは独立に開発されたが，oblate spheroidモデ
ルにおいてアスペクト比αの小さい極限をとる
と Kbと Nがクラック密度パラメータκ＝ 3φ/
（4πα）のみの関数となり，二つのモデルが等価
になることが示されている（Walsh, 1969）。従っ
てクラックモデルは oblate spheroidモデルの一
部と考えて良い。
　粒子状物質の Kbと Nをポロシティに結び付け
るには，コンティギュイティϕをポロシティφに
関係付けるモデルが必要になる。土質の分野など
では，媒質を弾性球の集合体としてモデル化し，
φとϕを有効封圧によるコンタクト部の弾性変
形から求めることがしばしば行われる（例えば, 

Duffy and Mindlin, 1957）。しかし数 100℃以上
の高温の系では，このような弾性的なモデルは現
実的でない。地殻深部や上部マントルの系では，
鉱物単結晶が各固体粒子に対応するので（dryな）
粒界の面積がコンティギュイティを決める。この
時，粒界のエネルギーが固液界面のエネルギーに
比べて小さい系では，粒界面積を大きくすること
で系の全界面エネルギーを小さくしようとする作
用が働く。系の全界面エネルギーが最小になる時
の構造を平衡構造と呼ぶが，高温の系では系を平
衡構造へと近づけるための溶解・拡散・析出過程
が十分早く起こるため，このような平衡構造が比
較的容易に実現する。固液界面エネルギーγslと
粒界エネルギーγssの相対的な大きさは，平衡構
造において二つの固液界面がなす二面角θを測定
することにより，γss  /γsl＝ 2 cos（θ/2）と求めら
れる（図 7a）。θの大きさは液相による粒界のぬ

れの程度に対応するため，θはぬれ角ともよば
れる。液体の体積分率φとぬれ角θを与えると
平衡構造を理論的に計算することができ（例え
ば, von Bargen and Waff, 1986），コンティギュ
イティをφとθの関数として求めることができ
る（図 7b）。この関係を用いると，平衡構造にあ
るときの Kbと Nはφとθの関数として求められ
る（これを，平衡構造モデルとよぶ）。一般に岩
石＋メルトの系はぬれ角が 20‒40°位の値をもち，
岩石＋水の系は 40‒100°位の値を持つ（Holness, 

1997）。ぬれ角が 60°以下の系では，流体はφに
よらず 3次元的につながったネットワークを形
成する。チューブモデルも平衡構造をイメージし
て開発されたモデルであるが，実験的に測定され
るぬれ角θとモデルパラメータεを定量的に対応
付けることはできない。
　以上のようなモデル化により固液複合系はポロ
シティφとポア形状 x（＝α，ε，またはθ）の
二つの変数により記述される。ここで重要なの
は，ポロシティとポア形状は異なる物理により支
配されているということである。例えば平衡構造
にある系では，ぬれ角は系の温度，圧力，化学組
成などの熱力学的条件で決定されるが，ポロシ
ティは流体の流れ出しや流れ込みなどの力学的要
因によっても変化する。あるいは，一定体積の水
を含む岩石の変形実験を行った場合には，ポロシ
ティは一定であるがポア形状は破壊などにより変
化する。従って，ポロシティもポア形状も未知で
あるような地球内部の固液複合系では，弾性波速
度の観測からポロシティとポア形状を独立に求め
ることにより，対象とする系の置かれている力学

表 1　固液複合系のモデル．

Table 1　Mechanical models for solid-liquid composites.

モデル 構造のパラメータ（無次元） 文献

Oblate spheroid

チューブ
粒子状
（平衡構造）
クラック

ポロシティφ，アスペクト比α
ポロシティφ，チューブ形状ε
コンティギュイティϕ
（ポロシティφ，ぬれ角θ）
クラック密度パラメータκ

e.g., Berryman ［1980］＊

Mavko ［1980］
Takei ［1998］
　〃
O'Connell and Budiansky ［1974］

＊ : それ以前の文献のタイプエラーが訂正されている
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的状態について貴重な情報を引き出すことができ
るのである。
　ポア形状を表すパラメータはモデル毎に定義が
異なるため系統的に扱うのが難しいが，以下に述
べる等価アスペクト比の概念を用いるとポア形状
を系統的に扱うことができる。ポロシティφが比
較的小さい範囲では，Kbと Nは

⎧ Kb―　 （φ，x）＝1－φΛKb（x）
― kS⎨ （x＝α，ε，θ）　
― N
―　   （φ，x）＝1－φΛN（x）
⎩ μ
 （14）

というφの一次関数によってよく近似でき（μは
固体本来の剛性率），その比例係数ΛKbとΛNは
ポア形状 xによって大きく変わる（図 8）。すな
わち，Kbと Nに対するポロシティとポア形状の
影響は（14）式のように単純に分離することが
でき，あるポア形状は力学的にはΛKbとΛNとい
う二つの量のみで特徴付けられている。このこと
は，チューブモデルまたは平衡構造モデルのある
x（＝ε，θ）の値におけるΛKbとΛNを，oblate 

spheroidモデルのアスペクト比αにおけるΛKb

とΛNと比較した時に，

⎧
―ΛKb（x）　≃　ΛKb（α）⎨ （x＝ε，θ）　（15）
―ΛN（x）　 ≃　ΛN（α）⎩

を満足するならば，もとのモデルとこのアスペ
クト比の oblate spheroidモデルとは常に等し
い Kbと Nを与えるということを意味している。
二つのモデルが Kbと Nに関して等価であれば，
（12）‒（13）を用いて計算される VPと VSについ
ても常に等価である。（15）式を満たすαを xの
等価アスペクト比と呼ぶ。等価アスペクト比を用
いた 4つのモデルの関係を図 9aに示す。黒と白
のシンボルはそれぞれΛKbとΛNから求めた等価
アスペクト比を示すが，両者の差は小さいので等
価アスペクト比がほぼ一つの値に決定できること
が分かる。図 9aから，例えばチューブモデルの
ε＝ 0と平衡形状のθ＝ 30°と oblate spheroid 

モデルのα＝ 0.1は等価なモデルであることが分
かる。等価アスペクト比を用いることでポア形状
の効果を系統的に取り扱うことができる。
　（14）式で定義されるΛKbとΛNは，厳密には
固体物質本来のポアソン比νにも依存する。図 8

と図 9aに示した結果は，ν＝ 0.25として計算
した結果である。νが増大するとΛKbは増大し
ΛNは逆にわずかに減少する傾向がある（例えば，
Takei, 1998の図 4参照）。この傾向はここに挙
げた全てのモデルについて同様に見られるため，
等価アスペクト比はνによらないとしてよい。

図 7　 （a）系の界面エネルギーを最小にする流体
ポア形状（平衡構造）．（b）平衡構造にあ
る系のコンティギュイティ．ぬれ角θが小
さいほど液体が粒界をよくぬらし（図 7a），
コンティギュイティが小さくなる（図 7b），

Fig. 7　 （a） Equilibrium geometry of liquid phase 
characterized by dihedral angle θ. （b） 
Contiguity versus liquid volume fraction for 
various dihedral angles.
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V．固液複合系の弾性波速度

　液体ポアを含む媒質の弾性波速度については，
従来から様々な研究がある。特に，液体の圧縮率
が VP  /VS比に大きく影響することは良く知られ
ている。すなわち，液体ポアはせん断応力を支
えないために VSが低下するが，圧縮率の小さい
液体でみたされていれば圧力は支えるので VPは
あまり低下せず，VP  /VS比が増加するのである。
しかし，液体の圧縮率だけでなく，ポア形状も
VP  /VS比に大きく影響することはあまり知られて
いない。O'Connell and Budiansky（1974）は，
ポアが液体で満たされていない時は VP  /VS比は
低下するが，水で満たされると VP  /VS比が増大
することを示した。一方，Watanabe（1993）は
ポアが水で満たされた時は VP  /VS比が低下する
がメルト（水より圧縮率が小さい）で満たされた
時は VP  /VS比が増大することを示した。ポアが
水で満たされた時の VP  /VS比が前者の研究では
増大するのに後者の研究では低下する理由は，二

つの研究が異なるポア形状を仮定しているからで
ある。従って，ポア形状の効果を理解しないと断
片的な知識しか得られない。この章では前章で導
入した等価アスペクト比を用いてポア形状の効果
を系統的に整理し，固液複合系の弾性波速度の全
体像をまとめる。
　弾性波速度に対するポア形状の影響はスケルト
ンの弾性率KbとNの中に含まれる（12‒13式）が，
それは（14）式によって具体的に表される。（14）
式を（12）‒（13）に代入してφの 2次以上の項を
無視すると，

⎧
―
―
―
―
⎨
―
―
―
―
⎩
 （16）

図 8　スケルトンの（a）体積弾性率 Kb 及び（b）剛性率 Nとポロシティの関係．
実線は oblate spheroidモデル（αはアスペクト比）， 太線は平衡構造モデル（θはぬれ角）．Kbと Nはポロシティ
にほぼ比例して減少し， その傾きΛKb とΛN はポア形状に大きく依存する．

Fig. 8　（a） Bulk and （b） shear moduli of solid skeleton versus porosity.  α is aspect ratio and θ is dihedral angle.
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図 9　 （a） 平衡構造モデル，チューブモデル，クラックモデル と oblate spheroidモデ
ルの関係を等価アスペクト比により示したもの．
黒と白のシンボルはそれぞれΛKbとΛNから求めた等価アスペクト比を示す．（b）
RSP（＝横波速度の低下率／縦波速度の低下率） とポアの等価アスペクト比の関係．
β＝ kS  /kL は岩石＋メルトの系で 5‒10程度， 岩石＋水の系で 10‒40程度，岩石
＋理想気体の系で深さ 50‒0 kmの範囲で 50‒105 程度の値をとる．（c） 横波速度
の低下率とポロシティφの比例係数．

Fig. 9　 （a） Equivalence of equilibrium geometry model, tube model, and crack model to 
the oblate spheroid model is shown by the equivalent aspect ratio. Solid and open 
symbols show the correspondence determined from ΛKb andΛN, respectively. （b） 
RSP, representing the ratio of fractional changes in VS and VP, versus pore aspect 
ratio α, for various β = kS  /kL. （c） Proportional constant between fractional change 
in VS and porosity versus pore aspect ratio.
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を得る。  ただし，  と
は固体本来の弾性波速度を，ΔVP＝

VP
0－ VPとΔVS＝ VS

0－ VSは速度低下量を表す。
β＝ kS  /kLは液体の圧縮率を固体の圧縮率で規格
化した無次元量である。γ＝μ /kSであり，γは
固体物質本来のポアソン比νに依存する。ΛKbと
ΛNは等価アスペクト比αの関数であるとしても
一般性を失わない。（16）より，縦波の速度低下
率ΔVP  /VP

0と横波の速度低下率ΔVS  /VS
0は流体の

体積分率に比例し，その比例係数はポア形状や
流体物性に依存することが分かる。ポア形状や流
体物性の違いがこの比例係数を大きく変えるた
め，ΔVP  /VP

0とΔVS  /VS
0のどちらか一方の情報し

かない場合は，ポア形状（ΔVP  /VP
0では流体物性

も）が既知でない限り媒質中の流体の体積分率を
決定することはできない。ここでは，ΔVP  /VP

0と
ΔVS  /VS

0の両方が分かっている場合を考え，これ
らの情報から流体の体積分率，ポア形状，流体物
性についてどのような制約条件が得られるかを明
らかにする。
　まず，縦波の速度低下率と横波の速度低下率の
比を表すパラメータ RSPを導入する。（16）より

　

���＝
�
�

 （17）

となり，RSPはφに依存せずαとβに依存するこ
とが分かる。RSP＜ 1のときは縦波の低下率が
横波の低下率よりも大きいので，VP  /VS比は低
下する。RSP＞ 1のときは横波の低下率が縦波よ
り大きいので，VP  /VS比は増大する。このように
RSPは VP  /VS比と密接に関連する量であるが，RSP

はφに依存しないためαとβの効果を調べるには
VP  /VS比より見通しが良い。文献によってはΔVP, S  /

V 0
P, Sを－dln VP, Sと書き，RSPを dln VS  /dln VPと
書くことがある。
　図 9bに RSPとポア形状αの関係をいろいろな
βについて示す。βは岩石＋メルトの系で 5‒10

程度，岩石＋水の系で 10‒40程度，岩石＋理想
気体の系で深さ 50‒0 kmの範囲で 50‒105程度の
値をとる（表 2）。ρL  /ρSの値はメルトが 0.92，
水が 0.33，気体が 0としたが，ρL  /ρSの RSPへ

表 2　液体の体積弾性率 kLとβ．

Table 2　Liquid bulk modulus  kL and β.

depth,
km

圧力，
GPa

温度，
℃

kL，GPa

gas water1 melt2

 0 10－ 4  20 1.3× 10－4

（β＝ 105‒106）
2.2

（18‒50）
7‒25
（4‒10）

 5 0.15  75 0.2
（200‒600）

3.1
（13‒40）

10 0.3 150 0.4
（100‒300）

1.8
（22‒66）

35 1 500 1.3
（30‒100）

4.5
（9‒25）

70 2 20‒40
（3‒6）

1: Schäfer ［1980］のデータを用いた。
2: Stolper et al. ［1981］のデータを用いた。∂ kL/ ∂P＝ 6‒7を仮定．
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の影響は小さく，ρL  /ρS＝ 1と近似しても実用
上問題ない（Takei, 2002, 図 4参照）。図 9bで
ポア形状（等価アスペクト比）αを固定して見る
と，βが小さいほど（つまり液体の圧縮率が小さ
いほど）RSPが大きいことが確認できる。また，
βが一定であってもポア形状の違いによって RSP

が大きく変わることも確認できる。例えばβ＝
25の線に注目すると，アスペクト比が比較的
大きい（＞ 0.03）範囲では RSPは 1より小さい
が，α＜ 0.03では RSP＞ 1であり，非常に薄い
ポア（α＜ 0.0016）では RSPが 2以上の大きな
値を持つ。β＝ 25は岩石＋水系に相当する。こ
の章の始めに挙げた例で，岩石＋水系の VP  /VS比
がWatanabe（1993）では減少し O'Connell and 

Budiansky（1974）では増大したが，これは前
者がα～ 0.1，後者がα～ 0.001のポア形状を仮
定したためである。以上のように流体の圧縮率と
ポア形状は RSPに対して相対的な役割を果たすの
である。
　ΔVP  /VP

0とΔVS  /VS
0が観測や実験などから得ら

れた場合，まずこれらの比をとった RSPを計算す
る。存在する流体が何であるかが他の情報から推
測できる場合は，RSPの値から図 9bを用いて等
価アスペクト比を求めることができる。流体が分
からない場合は流体を仮定した上での等価アスペ
クト比が求まることになる。図 9cに横波の速度
低下率とφの比例係数（（16）の第 2式）を示す。
求まった等価アスペクト比に対応する比例係数を
この図から読み取れば，ΔVS  /VS

0の値を用いてφ
が決定できる。図 9b，cの二つの図は，固液複
合系の弾性波速度に対する流体物性，ポア形状，
流体の体積分率の効果の全体像をまとめた図であ
るとともに，弾性波速度データの逆解析によりこ
れらの情報をどの程度知り得るかを具体的に示す
図である。
　O'Connell and Budiansky（1974）はα～ 0.001

程度のクラック状のポアを仮定し，観測される
様々な RSPの値を水によるクラックの飽和度の
違いで解釈することを提案した。水で満たされた
クラックは 2以上の大きな RSPを与える。一方，
ごく浅い領域ならば，空気で満たされたクラック

は 1より小さい RSPを与える。従って二種類の
ポアの比率を様々に変えることで，中間的な値の
RSPを容易に説明できる。しかし，このような解
釈はごく浅い所以外には使えない。理想気体の圧
縮率は圧力に反比例するので，深い所では理想気
体の圧縮性も水のそれに近づく。地殻深部や上部
マントルの低速度域の RSPを説明するには，上
述のようにポア形状も変数として考えることが重
要になる。
　図 9b，cはφについて線形化した近似式（14），
（16），（17）に基づいている。速度低下率と RSP

を（12），（13）式から直接計算して近似式の結
果と比べることにより，これらの図を精度良く
適用できる範囲を求めると，平衡構造モデルでは
ΔVS  /VS

0 0.35の範囲で，これはφ 0.15に相当
する。また，oblate spheroid，チューブ，及び
クラックモデルではΔVS  /VS

0 0.2の範囲である。
平衡構造モデルの適用範囲が広いのは，（14）式
と（16）式で無視されているφ2以上の効果が
互いに打ち消し合うことによる。一方，oblate 

spheroid，チューブ，及びクラックモデルでは
（14）式の成立する範囲が広い（図 8）ので，簡
単な補正を行えばこれより大きな速度低下につい
ても図 9b-cを使用できる（具体的な補正の方法
については Takei（2002）の付録 Bを参照）。

VI．地震波トモグラフィーへの応用

　前章では弾性波速度データの解析法を原理的な
側面から議論した。この章ではその地球科学的意
義や重要性を議論する。
　VPと VSのデータから求められるポア形状の情
報は等価アスペクト比のみであり，実際の形が
oblate spheroidであるかチューブであるかは原
理的に区別できない。このように解釈が一意でな
いものから適切な解釈を引き出して系の真の姿に
迫るためには，地球内部で実現し得るポア形状を
実験や理論により調べてその等価アスペクト比を
求めるというフォーワードアプローチを積み上げ
ることが重要になる。地球内部で実現し得るポア
形状について，現状ではぬれ角により決まる平衡
構造（図 7a）と薄いクラックやダイク状という
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2つの可能性が実験やフィールド観察から提案さ
れている。平衡構造における流体の通路は鉱物粒
子サイズの微小なものであるためその浸透率は小
さい。特に地殻の岩石＋水系は一般にぬれ角が
60°より大きく，ポアが孤立して浸透率が 0であ
る可能性もある。一方，ダイクやクラックは大き
なスケールで発達し得るのでその浸透率は平衡構
造に比べて何桁も大きい可能性がある。従って，
実際の地球内部でどちらの構造が実現しているか
ということは，流体の移動速度に大きな影響を与
える。また構造平衡が成立しているかどうかとい
うことは，差応力や変形の程度，流体の起源など
にも重要な示唆を与える。平衡構造とクラックや
ダイクでは等価アスペクト比が 2桁程度異なり得
る（図 9a）ので，対応する RSPの値は，岩石＋
水系では前者が 1以下で後者が 2以上，岩石＋
メルト系では前者が 1‒1.5で後者が 2以上と大
きく異なり得る（図 9b）。従って RSPによるポア
形状の推定は，流体の移動様式やテクトニクス
を考える上での重要な制約条件になるのである。

Nakajima et al.（2005）はマントルウエッジの
低速度域の RSPから深さによるポア形状の変化
をとらえ，生成域では平衡構造にあるメルトが上
昇に伴い薄いダイクやクラック状に変化すること
を報告した。
　東北日本の火山直下数 km位には，低 VP  /VS

比の低速度域がしばしば観測される（Nakajima 

et al., 2003）。岩石＋メルト系は一般にβ 10で
あり，αによらず RSP 1が成り立つ（図 9b）。
従って VP  /VS比の低下はメルトでは説明できな
いということになる。しかし表 2や図 9bでは考
慮されていないが，数 km以浅では，放出した
揮発性成分（主に水）を気泡として含むメルト
が存在する可能性がある。メルトが高温（900‒
1000℃）のためこのような水は表 2の水より圧
縮率が大きい。図 10に，各深さにおいてメルト
と気泡の混合物の圧縮率がβ＝ 10，20，50とな
るのに必要な気泡（H2Oからなる）の量を重量％
（w％）で示した。計算ではメルトは水で飽和し
ていると仮定してメルト中の H2O成分の効果も
考慮してあるが，その寄与は大きくない。図 10

より深さ 3‒4 km程度で 0.2‒0.5 w％程度の水が
放出されているとβ＝ 20となるが，メルトには
もともと数w％の水が溶けていると考えられるの
でこれは現実にあり得る状況である（図 10の溶
解度曲線参照）。従って図 9bより，メルトポア
の形によっては十分 RSP＜ 1となることが分か
る。もし VP  /VS比の低下がメルト中の気泡の存
在を示しているのであれば，より深部での水の存
在度やマグマ溜まりの進化を考える上での重要な
制約条件となる。ただし，地下数 kmに溜まって
いるメルトの粘性は非常に高い可能性があり，Ⅶ
章で述べる分散の問題に注意する必要がある。

VII．固液複合系の分散と減衰

　これまでの章で弾性波の速度分散と減衰につい
ては詳しく扱わなかったが，Ⅲ章で求めた弾性波
速度が適用できる周波数範囲などを明らかにする
上で重要であるので，この章で簡単なまとめを
行う。初めにⅢ章の波動方程式から得られる分
散・減衰を横波を例にして紹介する。この分散は

図 10　 各深さにおいて，岩石＋メルトの系の
β＝ kS  /kL が 10，20，50 となる時のメル
ト中の気泡の重量％．気泡は H2O からな
るとする．参考としてメルト中の水の溶
解度（w％）を点線で示す．

Fig. 10　 At various depths, the amount of H2O bub-
bles in melt required to obtain β = 10, 20, 
and 50 is shown by weight ％.
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Biot（1956a, b）により詳しく報告されたのでこ
こでは Biotメカニズムと呼ぶ。Biotメカニズム
の特性周波数は地震波の帯域より十分高く，この
現象が地震波に影響を及ぼす可能性は少ない。し
かしここで得られる特徴は，他の全ての分散・減
衰のメカニズムにおいて共通である。
　弾性波の角周波数をω，波数を kとする。
（10）の二つの式にΩS＝Ω0

S e－i（ωt－kx）とΩL＝
Ω0

Le－i（ωt－kx）を代入してΩ0
S＝Ω0

L＝ 0以外の解が
存在する条件を求めると，分散関係

　　   k   2　    ρU　　 　   ＝　  ・f（ω） （18）
　　  ω　　  N

を得る。f（ω）は周波数に依存する複素数で，

f（ω）＝ f1（ω）＋ if2（ω）とおくと

　⎧
　―
　―
　―
　―
　⎨  （19）
　―
　―
　―
　―
　⎩

と書ける。ただしρU ＝（1－φ）ρS，ρR ＝
（1－φ）ρS＋φρL，Δ＝（ρR－ρU）/ρU，ωc＝
ηφ/（kφρL）である。位相速度 Vと減衰 Q－1は
k/ω＝ V－1（1＋ i/（2Q）） と与えられ，f2 ≪ f1にお
いて

図 11　 デバイ方程式が与える（a）位相速度の周波数依存性と， 
（b）減衰の周波数依存性．

Fig. 11　 Frequency dependent phase velocity （a） and Q－1 （b） obtain-
ed from Debye equations （19）.
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　⎧
　―
　―
　―
　⎨  （20）
　―
　―
　―
　⎩

と計算できる。
　図 11に位相速度 Vと減衰 Q－1を規格化周波
数ω /ωcの関数として示した。ω /ωc＝ 1の近
傍で Vの周波数依存性（すなわち，分散）が生
じる。この原因は，ω /ωc≫ 1では液体が固体
フレームワークの運動に追従できずに自らの慣性
で静止しており，ω /ωc≪ 1では固液界面を通
した粘性カップリングが十分作用して液体が固体
の運動に良く追従することによる。従って（18）
式でρU f（ω）を密度と考えると理解しやすい。
即ち，高周波側の密度は固体の質量のみで決ま
る密度ρUなので となり，低周波
側の密度は液体の質量も含めたρR＝ρ̄なので

となるのである。減衰 Q－1はω＝
ωcで最大値をとり，その大きさは

　 �－�　�＝��� �＋Δ
Δ Δ

≃ �  （21）

と与えられる。特性周波数ωcは砂岩＋水で
200 kHz（kφ＝10－12 m2，η＝ 10－3 Pas，ρL ＝
103 kg/m3，φ＝ 0.2）と見積もられる。一般の
kφはこれより小さいと考えられるので，ωcは地
震波の帯域より十分高周波にあるといえる。同様
の分散は縦波（11式）にもあるが，ここでは扱
わない。
　（19）はデバイ方程式と呼ばれ個々のメカニズ
ムによらず全ての分散・減衰に普遍的に現れる
（Nowick and Berry, 1972）。時刻 t 0に一定の
単位力を加えたとき，その応答 J（t）が指数関
数的な時間遅れを伴って

　J（t）＝ JU［1＋Δ・（1－ e－ωct）］・H（t） （22）

と与えられる時，これを緩和現象（relaxation）
と呼ぶ。H（t）はヘビサイド関数である。JUを
非緩和時の応答（unrelaxed），JU（1＋Δ）＝

JRを緩和時の応答（relaxed），Δを緩和強度，
ωc
－1を緩和の時定数と呼ぶ。インパルスレスポ
ンスは（22）を一階微分した J· ＝ JU［δ（t）＋
ωcΔe－ωctH（t）］であるが，J· /JUのフーリエ変換
がデバイ方程式（19）に他ならない。即ち，デ
バイ方程式は（22）のような緩和現象を周波数
領域で見た時に普遍的に現れる式なのである。媒
質の密度や弾性定数を変化させる緩和過程が存在
していると，その時定数に対応する周波数ωcで
弾性波の分散が生じる。これより十分高周波では
緩和が生じないので JUが観測され，減衰もない。
十分低周波では緩和は準静的に（平衡状態からの
大きなずれを伴わずに）生じるため減衰はなく，
JRが観測される。ω＝ωc付近では非平衡下での
緩和が起こり減衰が生じる。QM

－１
AXは緩和強度Δ

で決まる。
　固液複合系には流体が原因で生じる緩和現象が
ある。上述した Biotメカニズムはその一つであ
り，密度がρUからρRに緩和する現象として捉
えることができる。一方，固体フレームワークの
弾性定数を緩和する現象に「squirt flow」がある
（Mavko and Nur, 1975）。この現象の実体は，ポ
ア間の液圧不均質が液体の粘性流動で緩和される
ことである。アスペクト比が 1より小さいポア
を含む媒質にせん断応力が加わると，ポアの向
きにより大きさと符号の異なる液圧変化が生じ
る。異なるアスペクト比のポアを含む媒質であれ
ば，等方的な応力が加わった場合でも液圧不均質
を生じる。液圧不均質はポア間で液体の流れが生
じると緩和されるが，これに伴って固体フレーム
ワークの弾性歪みが変化し，弾性定数がMUから
MRに変化する（MU＞MR）。（Mは Kbまたは N

を表す。）メカニズムから分かるように，squirt 

flowは体積弾性率よりも剛性率に大きく影響し，
従って VPよりも VSに大きく影響する。Ⅱ章で
紹介した理論では，液圧は平均化されたものの
みを考慮し，ポア間の液圧の不均質は考慮され
ていない。従って，squirt flowの緩和された状
態（relaxed）を仮定したことになる。アスペク
ト比αが比較的大きい範囲では，生じる液圧不均
質がわずかなので緩和強度が小さく，relaxedと
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unrelaxedの違いはあまり問題にはならない。し
かしαが小さいところでは剛性率の緩和強度が大
きいためこの仮定が成立しているかどうかが重要
である。この仮定が成り立つためには，ポアが連
結していて，かつ，波の周波数が squirt flowの
特性周波数ωc＝ kSα3/η（O'Connell and Budi-

ansky, 1977）に比べて低いことが必要である。
kS～1010‒1011 Paであるので，水（η＝10－3 Pa s）
やバサルトメルト（1－ 103 Pa s）ではアスペク
ト比αが小さい（＜ 10－2‒10－3）時にωcが地震
波帯域に近づく。またポアの向きがランダムでな
い場合には，緩和時であってもせん断応力が液圧
変化を伴うことがあり，VSに影響を与える。従っ
て，Ⅲ章で導いた VPと VSをαが小さい所に応
用する際には，ポアの連結度，squirt flowの時
定数，及びポアの向きのランダムさに注意する必
要がある。
　流体の圧縮率 kLを緩和する現象もある。メル
ト中の気泡を圧縮するためには，メルトの粘性流
動による緩和が必要である（特に，気泡が球形の
場合）。図 10に示したのはこのような緩和が十
分起こった時（relaxed）の結果である。高粘性
のデイサイトメルトの場合は地震波帯域がこの時
定数に近づいたり unrelaxedになったりする可
能性がある（市原, 1997，図 5.6参照）ので注意
が必要である。

VIII．お わ り に

　本総説では，固液複合系の弾性波速度に対する
流体の体積分率，ポア形状，流体物性の影響につ
いて，主に原理的側面からまとめを行った。地震
波トモグラフィーなどに応用する際の現実的な問
題は詳しく扱わなかった。現実的な問題で考慮す
べきこととしては，（1）ポアの向きに異方性があ
る場合，（2）流体の粘性による速度分散・減衰，
（3）VP

0と VS
0の推定，（4）流体ポア以外の要因

による地震波速度低下，などが挙げられる。Ⅶ章
に述べたように，薄いクラックやダイク状のポ
アを考える場合には，（1）と（2）の可能性を念
頭においたさらにきめ細かい議論が重要になる。
（3）は（4）と密接に関連する。本総説で紹介し

た理論を応用する際には，固体本来の弾性波速度
VP

0と VS
0は低速度域の温度・圧力条件下で，しか

も地震波の周波数帯域で推定する必要がある。高
温高圧下での弾性定数のデータはまだ十分ではな
く，しかもほとんどが超音波帯域に限られる。上
部マントルは比較的均質なため，流体が存在しな
いと思われる領域の地震波速度データを VP

0と VS
0

の推定に用いることもできる。しかしその場合で
も低速度域が周囲より高温であれば温度による低
下分を考慮する必要があり，地震波帯域での温度
効果の見積もりにはまだ不確定性が大きいのであ
る。流体相について正しい情報を得るためには流
体以外の要因の不確定性を減らすことが重要であ
り，温度効果の見積もりに不確定性を生じている
粒界すべりなどの（メルトの関与しない）緩和過
程の解明や，緩和現象への直接的な制約条件とな
る Q－１構造の解明などが重要になる。
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